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signについて， "theappearance of the whole or a part of a product…"と定
め (3条 (a), またそこで言う "product"について， "anyindustrial or handi-




































元年 11月7日政令第 145号により，一部を除く改正法の施行 Hは令和 2年
















築物の用途を記載することが求められる (6条 1項 3号）。そのほか建築物の意































































































































































































※ 本研究は JSPS科研代 19H01437の助成を受けたものである。
1) 本改正に関する解説として．例えば.);:須fし’滋「意匠法の改正」戻11すぷりずむ 17券201号
(2019年） 23頁．林美和「保設対象を大幅拡充（［特染]2019年通常国会改il・ー．法の影押度）」ビ
ジネスロージャーナル 2019年 9月号 (2019年） 20頁.w木栂通「登録対象・ 1紺述．意l栢制度の拡
充等—改正慈l圧法．慈l花審在基準の概要」ビジネス法務 2019 年 9 月号 (2019 年） 81頁. Il村
善之「画像デザインと空間デザインがfi:I匠登録の対象となることの影押」ピジネスロージャーナ
ル2019年 10月号 (2019年） 18 頁．麻生典「紅匠法改正ー~デザイン保股の拡大」法学教室
469号 (2019年） 65頁，松本健男「令和元年特許法等改正の概要ー一fi:I匠法の改正を中心に」
コピライト 702号 (2019年） 27頁川上敏党「令禾I元年特許法等改 .1'ー．法の概要（下）」
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NBL1156号 (2019年） 47 頁， w木大也「意匠法改正—一画像デザイン・空間デザインの保護拡
充~ほか」蒻林訛＝三村；[t-• 上野逹弘編 f年報知的財産法 2019-2020」（日本評論社， 2019年） 1 
頁などがある。また．空間デザインに関して，特梨「空間デザインの法的保設」高林龍＝三村批








4) 渋谷逹紀『知(Iり財産法講義I (第 2版）」（有斐Il!.2007年） 551頁，田村善之快1(1り）け脱法
（第 5版）」（有斐l¥l.2010) 363頁を参照。
5) 例えば特許庁福 f工業所介・権法（産業財産権法）逐条解説（第 20版）j (発明推進協会，
2017年） 1154頁等参照。裁判例においても．建築の森作物該当性を検討する文脈においてでは
あるが大阪高判平成 16年9月29El平成 15年（ネ） 3575号［グルニエ・ダイン］参照。
6) Chisum on Patents§23.03 [2). 
7) In re Hadden, 20 F.2d 275 (D.C. Cir. 1927). 
8) 登録例として. D712067S (Building)等。
9) 登録例として. D638139S (Store interior with a storefront)等。
10) Green Paper on the Legal Protection of Industrial Design (1991) 5.4.14.lでは，意匠の定義
における "product"の概念に含まれるものに関連して, "interior design"や"landscapearchitec-
ture"等については，著作権法によって保護されるべきものであると指摘されている。この点を
以って，起序段階では buildingやstructureが "product"に当たらないものとされていたと指摘
するものとして. Martin Howe et al. RUSSEL-CLARKE & HOWE ON INDUSTRIAL DE-
SIGNS (9'" ed . Sweet & Maxwell. 2016) [2-03llもっとも同杏も指摘する通り, Green Pa-
per 5.4.14.2においては，テープルや冷蔵廊等により構成されるキッチンについては．保護対象
とするべきであると指摘されており．グレーゾーンのあることは示唆されていた。
11) See Gordian N. Hasselblatt ed . CUMMUNITY DESIGN REGULATION-A COMMEN-
TARY (C.H. Beck, 2015). 44-45 [Hasselblattl 
12) 建築物に関する登録例として. 000898416-0001 (Modular elements (architecture)). 
000027826-0001 (Tents)等。
13) 内装に関する登録例として， 0001940107-0001 (Get-up [arrangement of the interior of a 
room]. Camper vans (part of-)). 000521760-0001 (Get-up)等。
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14) David Stone. EUROPEAN UNION DESIGN LAW―A PRACTITIONER"S GUIDE (2"d 
ed . OUP, 2016) [ 4.73] -[ 4.80]参照。なお. Guidelines for Examination of Registered Commu-
nity Designs 4.1.1では. "Blueprints. plans for houses or other architectural plans and interior 
or landscape designs (e.g_ gardens)"について， ロカルノ分類 19-08における "printedmatters" 
としてのみ意匠登録を受け付けるとしている。もっとも．欧州共同体慈lti:制度においては．製品




16) この、1点に関しては．前掲注 5) [グルニエ・ダイン］．東京地判平成 26年 10月1713平成 25
年（ワ） 22468号［ログハウス調木造住宅］．大阪翡判平成 19年 12月4「l平成 19年（ネ） 2261 
号［めしや食堂］，東京地決平成 28年 12月 19H平成 27年（ヨ） 22042号［コメダ珈琲］等を
参照。
17) 「報告杏」 5頁参照。
18) 第 18回慈1臣審査基準ワーキンググループ (2019年 1月）の各配布狩料を参照 (https://
www .J po.go.j p/resources/ shingi kai/sangyo-kouzou/ shousai/isho_ w g/ 18-shiryou.h tml 
(2019/12/29))。
19) https:/ /www.jpo.go.jp/ncws/public/iken/19121 l_isho.html (2019/12/29)参照。ただし．こ
こでの内容はパプリックコメント手統を経て更に修正される可能性があることに留意されたい。





22) '¥f木大也・前掲注 1)6頁。「改訂意匠審壺基準（案）」第w部第 2章 6.1.1.lにおいては．土
地の定消物であって．人工構造物（土木構造物を含む）であるものとされている。
23) Yr木大也• 前掲注 1)6頁。「改訂意匠弗究基準（案）」第N部第 2:iμ: 4.2. 4.3等も参照。また．
後記,~2 も参照。
24) 田村・前掲注 1)19頁参照。
25) 最判昭和 49年 3月 19日民第 28巻 2号 308頁［可撓伸縮ホース］参照。
26) この点については．秤木大也「意匠法における物品の類似性について」論究ジュリスト 7号
(2013年） 166頁等を参照。
27) 青木大也• 前掲注 1)7頁。







29) 例えば、大阪地'lIJ平成 18年 1月 17日平成 16年（ワ） 14355号・大阪甜判平成 18年8月30
日平成 18年（ネ） 448号［手さげかご］では．スーパー等で用いられる買い物かごの意匠が問
題となった事例において．スーパー等の購買担当者を‘謡要者と訟定した。
30) 例えば．大阪地判平成 29年5月 18El平成 28年（ワ） 7185号・大阪悩判平成 29年 11月9
El平成 29年（ネ） 1627号 [-Ii(木鉢］では．植木鉢の慈匠が問題になった事例において，学童あ
るいは初等教脊機関の教員をW,;要者と認定した。















要があろう。 l『木大也，前掲注 1)7貞注 42参照。
35) 「報告;,::」 5-6頁。川上.j,j掲注 I)48頁も参照。
36) 第9回意l匠制度小委員会配布狩料「新たに保設対象に追加する意匠に関する審査連）Tl等につ
















東京地判昭和 52年 2月16日無体裁集 9巻 1号 43頁［車輪用ナット］を参照。





44) 「改訂滋匠哨沼査基準（案）」第w部第 4章 6.2.3参照。






適用範間の調腋」伐I財ぶりずむ 17谷201り (2019年） 1頁参照。
49) さらに打えば，米ml特許滋[li:ilil))文においては， J!!fil½J 係な，,'.;!:[ii: をまとめて登録することはでき
ず， Singleentityの要件 (MPEP1503.01) を満たす必要があるが、内装についてはそのような
要件が諜されていること，あるいは頻）｛肝lりにそれを允足していることを確認，できなかった。また，
欧州共[r]H噂μ,'制度についても,,;]様に，その場合 Setsof articlesの要件 (Guidelinesfor Exam-
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51) 「改，f紆：1,c船1砂1,準（寮）」第l¥'部筍 2収G.1.1.2(2) (bl参照も








55) 東京裔'iU平成 15年5月22日平成 15年（ネ） 366号［コンクリート製斜面受圧板］，東京地
判平成 29年6月28El平成 27年（ワ） 24688号・知財翡判平成 30年2月28El平成 28年（ネ）
10068号等［テラレット］参照。なお，商標法との関係でも知財高判平成 30年 1月15日判夕
1454号91頁［くい］参照（ただし，立体商標において 3条2項が問題となった事例）。






59) 牧野利秋「；意匠法の講問題」ジュリスト 1326号 (2007年） 84頁．水谷直樹「窯匠制度の改
革へ向けての今後の課題」特許研究51号 (2011年） 14頁．峯唯夫「『デザイン」と f意!ti:法j
-「デザイン経営jに'tする［意匠法」を考える契機として」パテント 71巻 12号 (2018年）
5頁等参照。
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